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筆者は，DKS のモデル図（図表 4-6，結章-4）がその理想形であることを提言した。 
最後に，本論文には次の 4 つの課題があると考えている。第 1 に，本論文では BSC
の活用の有効性を提唱しているにもかかわらず，日本の企業において，管理会計技法
として BSC を導入している企業が少ないことである。広原ら（2014）によると，調









































日本総研は 1999 年から ESG 投資を行う機関投資家向けの調査サービスを手がけ

































































スの可視化に関する 1 つのソリューションを提示できる。 
 
３ 本論文の問題点ないし課題 
本論文には，以上のようにすぐれた特徴があるが，課題もある。（1）本論文では BSC
の活用の有効性を提唱しているが，日本企業において，BSC の導入率がきわめて低い。
学位論文提出者の主張がやや空回りする。 
（2）用いた事例研究は日本企業であり，外国企業はなかった。学位論文提出者は，
外国文献における先行研究を取り扱っているので，外国企業を訪問調査すべきであっ
た。 
（3）統合報告書の作成および公表には限界がある。統合報告書では，企業が自らの
判断で載せる情報と載せない情報を区別するが，現状では基準がないため，恣意性が
混入する。 
しかし，上記の問題点や課題は，本論文の管理会計への貢献に比べれば今後の課題
として研究展開されるべきものである。その意味でも本論文の学界への貢献を否定す
るものではない。今後，本論文から発想を得て，実際に企業へのインタビューを蓄積
し，価値創造プロセスに関する知見を深く広く展開されることを期待する。  
 
４ 本論文の評価 
以上を勘案すると，本論文は学位の称号を与えるだけの十分な資格を有すると認め
うる。今後は，学位論文提出者の理論面でのさらなる深化と，実務面での応用へと研
究を進展させることを期待している。 
 
